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令和８年度

入間市地域密着型サービス事業所集団指導 次第

１ 令和６年介護報酬改定の主な事項についての確認

２ 運営指導における主な指摘事項

３ その他の注意事項

４ 令和８年度の取り組み
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令和６年
介護報酬改定の主な事項について

共通事項

（１）業務継続計画未策定減算の導入

（２）高齢者虐待防止措置未実施減算の導入

（３）身体的拘束等の適正化の推進

（４）生産性向上の取組み

（５）管理者の業務範囲の拡大

（６）書面掲示規制の見直し（ウェブサイトへの掲載）

（７）協力医療機関等
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（１）業務継続計画未策定減算の導入
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業務継続計画策定は、令和３年度改正時に令和６年３月まで

に策定するよう全事業所に義務付けられておりました。

市内事業所については、「策定済」であることを確認しており
ます。

ご対応ありがとうございました。

業務継続計画については、状況に応じて更新していくことが求
められております。引き続き、よろしくお願いいたします。



（２）高齢者虐待防止措置未実施減算の導入
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高齢者虐待防止措置は、令和３年度改正時に令和６年３月
までに措置するよう全事業所に義務付けられておりました。

市内事業所については、「策定済」であることを確認して
おります。

ご対応ありがとうございました。

虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催
（テレビ電話装置等の活用可能）するとともに、その結果に
ついて、従業者に周知徹底を図るよう今後もよろしくお願い
いたします。



（３）身体的拘束等の適正化の推進
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 （看護）小規模多機能型居宅介護支援事業所

身体的拘束等の適正化のための措置（委員会の開催等、指針の整備、

研修の定期的な実施）が義務付けられておりました。

市内事業所について適正化が実施されたことを確認しております。

ご対応ありがとうございました。

今後も委員会の開催、研修の実施をお願いいたします。

 地域密着型通所介護事業所

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない
場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこととし、身体的拘束等を行
う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や
むを得ない理由を記録することが義務付けられております。



（４）生産性向上の取組み
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認知症対応型共同生活介護

（看護）小規模多機能型居宅介護支援

令和６年度報酬改定で運営基準に以下のことが規定されまし
た。

「事業所は業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向
上に資する取組の促進を図るため、利用者の安全並びに介護サービスの
質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会を定
期的に開催しなければならない。」（令和９年３月までは努力義務）



（５）管理者の業務範囲の拡大
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概要

提供する介護サービスの質を担保しつつ、介護サービス事業所を効率的に

運営する観点から、管理者の責務について、利用者へのサービス提供の場

面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しながら、職員及び業務の一元的

な管理・指揮命令を行うことである旨を明確化した上で、管理者が兼務でき

る事業所の範囲について、管理者がその責務を果たせる場合には、同一敷

地内における他の事業所、施設等ではなくても差し支えない旨を明確化す

る。



（６）書面掲示規制の見直し
（ウェブサイトへの掲載）
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概要

事業者は、重要事項を事業所の見やすい場所に掲示することが義
務付けられていましたが、令和７年４月からは、重要事項をウェブ
サイトにも掲載することが規定されております。

※ウェブサイト・・・法人のホームページ等

又は介護サービス情報公表システム



（７）協力医療機関等
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認知症対応型共同生活介護

令和６年度報酬改定で指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の病状の
急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めることが規定されました。

一年に一回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応
を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、当該指定認知症対応型共同生活介
護事業者に係る指定を行った市町村長に届け出る必要があります。

次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければならない。

①利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体
制を、常時確保していること。
②当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合にお

いて診療を行う体制を、常時確保していること。



各加算の要件等

介護報酬改定に伴い、算定要件等が変更されている加算があります。

事業所で取得している加算について、算定可能かどうか今一度ご確認くだ
さい。

地域密着型通所介護

認知症加算、入浴介助加算、科学的介護推進体制加算、ADL維持等加算、個別機能訓練加算

認知症対応型協同生活介護

医療連携体制加算、科学的介護推進体制加算、夜間支援体制加算

小規模多機能型居宅介護支援

総合マネジメント体制強化加算、認知症加算、科学的介護推進体制加算

看護小規模多機能型居宅介護支援

ターミナルケア加算、認知症加算、科学的介護推進体制加算、排泄支援加算、褥瘡マネジメント
加算
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運営指導における主な指摘事項

地域密着型サービスの運営指導（実地指導）で
指摘の多かった事項についてご説明します。

12



①運営推進会議について（１）
地域密着型サービス事業所は、地域に開かれたサービスとする
ことで、サービスの質を確保する観点から、定期的に「運営推
進会議」を開催しなければなりません。

→基準とおりに会議を開催できていない事業所がありました。

運営推進会議は運営基準上、定められているものです。新型コ
ロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨
時的な取り扱いも令和６年に廃止されました。

運営推進会議が未実施となりますと運営基準違反となりますの
でご注意ください。
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①運営推進会議について（２）

 開催頻度について（基準）
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サービス種別 開催頻度

地域密着型通所介護 6か月に1回

認知症対応型共同生活介護（グループ
ホーム）

2か月に1回

小規模多機能型居宅介護支援 2か月に1回

看護小規模多機能型居宅介護支援 2か月に1回



①運営推進会議について（３）

運営推進会議の構成員（基準）

・利用者や利用者の家族

・地域住民の代表（町内役員、民生委員、老人クラブの代表者など）

・市町村職員

・地域包括支援センター職員

※ 運営推進会議は、各地域密着型サービス事業所が、利用者、市町村職員、地域の代表者等に対

し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより､事業所による利用者の｢抱え込み｣を
防止するとともに、地域との連携が確保され、かつ地域に開かれたサービスとすることで、サービ
スの質の確保を図ることを目的として設置するものであり､原則として、上記の者を構成員とする
必要があります。（毎回すべての構成員が会議に出席する必要はありません。）
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②加算の要件について

加算の取得要件を満たしていないものがありました。

以前から取ってる加算でも、担当者の変更や、改正により要件の変更等があった場合、

要件を満たしてないことに気づかないまま取り続けてしまうケースがあります。

例） 地域密着型通所介護

「個別機能訓練加算」

・・・機能訓練指導員等が利用者の居宅を３か月に１回訪問し、訓練計画の進

捗状況等を説明し、必要に応じて個別機能訓練計画の見直し等が必要です

が、訪問してなかったり、その記録が無いケースがありました。

・・・（Ⅰ）ロを算定する際には理学療法士等が２人以上配置する必要があり、

勤務体制上、２人以上配置していない日は算定できないところ、１人しか

配置していない日も算定していました。
16



③各種委員会を開催した際の記録について

委員会を開催した際には開催した内容を記録してください。

・感染症の予防及びまん延の防止のため対策を検討する委員会

６ケ月に１回

・虐待防止委員会

６ケ月に１回

・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（通所以外）

３ケ月に１回
17



④各種研修に関する記録について

各種研修内容については過去の内容を見返せるように記録を
残してください。

・業務継続計画に関する研修

・感染症の予防及びまん延防止のための研修

・虐待防止に関する研修

・身体拘束の禁止に関する研修
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その他注意事項
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事業所の指定更新申請について

 有効期限の一か月前には更新申請書を提出してください。

(7月末までの指定であれば6月末までに提出)

 有効期限が切れると請求ができなくなりますので、必ず確認し
てください。

※更新書類は市公式HPに掲載しております。

令和６年度より書式が変更となり、大幅に簡素化されております。
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事故報告について①

種別 説明

（１）利用者等の事故等の発生 死亡、骨折、裂傷、やけど、誤嚥、窒息、誤薬等で
医療機関を受診、または入院したもの

（２）感染症等の発生 感染症（１類、２類、３類、新型インフルエンザ及
び指定感染症（新型コロナウィルス）
乾癬の発生等利用者等にまん延する恐れのあるもの

（３）職員の不祥事 職員の交通事故、法令違反、及び不祥事、犯罪等に
利用者や事業所に損害を与えたもの

（４）その他 利用者の無断外出、虐待の疑い、利用者等の生命・
身体に重大な結果を生じるもの、利用者間、家族と
のトラブル等のうち収拾が難しいと考えられるもの

（５）火災、震災、風水被害 火災、震災、風水被害による利用者等や職員の人的
被害及び施設・設備・敷地等の損壊が発生した場合
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事業所で以下の事故等が発生した場合は、市へ報告をお願いします。



事故報告について②
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速報は事故発生から２日以内、
再発防止策報告は１か月以内
に提出するようにお願いしま
す。

事故報告書の書式は市公式HPに掲載してい
ます。
事業所独自の書式がある場合は、独自の書式
を提出可能です。ただし、入間市の書式の内
容を確認し、無い項目があれば追記してくだ
さい。



運営指導（実地指導）について

運営指導（実地指導）は新規指定時（初年度）
と更新期間中（６年間）に１回行います。

更新の有効期限の前年か当年に行う予定です。

介護保険課の職員が事業所に出向き、現地で、
設備、運営、人員基準について確認をします。

ご協力をよろしくお願いします
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令和８年度の取り組み
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増え続けるニーズに応えるためにも、従事者一人ひとりの作業効率を高めていくこ
とが今後の課題となっているなか、業務改善の一環として、市ではケアプランデータ
連携システムの導入を促進しております。

市内事業所のシステム導入率は令和８年７月１５日現在、１０８件（導入率８３．
７％）となっており、多くの事業所が導入を進めております。
導入済みの事業所から業務の改善に繋がったとの感想も届いております。
現在、導入していない事業所にあっては、是非とも、導入をご検討ください

導入について、伴走支援をご希望であれば、介護保険課までご連絡ください。
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ケアプランデータ連携システムの導入について



集団指導出席確認アンケートについて

この集団指導の資料を確認後、アンケートに回答する
ことで、「出席」とさせていただきます。

回答は、その事業所の管理者等責任者の方が「各事業
所ごとに1度」いただきますようお願いします。

アンケートは、集団指導案内のメール、HPに記載し
てあるURLから回答フォームにお進みください。

お問い合わせ 入間市 介護保険課 26



ご視聴ありがとうございました。
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